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命     令     書 
 

            大阪市東成区 

       申 立 人 Ｘ組合 

             代表者 執行委員長 Ａ 

 

            大阪府羽曳野市 

       被申立人 株式会社Ｙ 

             代表者 代表取締役 Ｂ 

 

 上記当事者間の令和元年(不)第27号事件について、当委員会は、令和３年２月24日、同

年３月10日及び同月24日の公益委員会議において、会長公益委員宮崎裕二、公益委員林功、

同大江博子、同尾川雅清、同春日秀文、同北山保美、同桐山孝信、同小林正啓、同三阪佳

弘、同水鳥能伸及び同矢倉昌子が合議を行った結果、次のとおり命令する。 

 

主         文 

１ 被申立人は、申立人が令和元年７月19日付けで申し入れた団体交渉に応じなければ

ならない。 

２ 被申立人は、申立人に対し、下記の文書を速やかに手交しなければならない。 

記 

  年 月 日  

Ｘ組合 

執行委員長 Ａ 様 

                           株式会社Ｙ 

                            代表取締役 Ｂ 

当社が、貴組合からの令和元年７月19日付け団体交渉申入れに応じなかったことは、

大阪府労働委員会において、労働組合法第７条第２号及び第３号に該当する不当労働

行為であると認められました。今後、このような行為を繰り返さないようにいたしま

す。 

 

事 実 及 び 理 由 

第１ 請求する救済内容の要旨 
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１ 団体交渉応諾 

２ 組合員が、労働者であり、組合の組合員であることの確認 

３ 陳謝文の手交 

第２ 事案の概要 

本件は、申立人が組合員１名の解雇について団体交渉を申し入れたところ、被申立人

は、同組合員は取締役であって労働者ではないとして、これに応じなかったことが不当

労働行為であるとして申し立てられた事件である。 

第３ 争   点 

Ｄ組合員は、被申立人との関係において労働組合法上の労働者に当たるか。当たると

すれば、令和元年７月19日付けの団体交渉申入れに対する被申立人の対応は、正当な理

由のない団体交渉拒否に当たるとともに、申立人に対する支配介入に当たるか。 

第４ 認定した事実 

証拠及び審査の全趣旨によれば、以下の事実が認められる。 

１ 当事者 

（１）被申立人株式会社Ｙ（以下「会社」という。）は、肩書地に本社及び工場を置く、

機械工具の製造販売を行う株式会社であり、その全役員を創業者であり前代表取締

役であるＥ（以下「Ｅ前社長」という。）及びその親族で占めるいわゆる同族会社

である。本件審問終結時における会社の従業員数は４名である。また、本件申立て

時における会社の役職者等及びＥ前社長との関係並びに会社の発行済株式の持株

数は次のとおりである。 

氏 名 役 職 続 柄 持株数 

Ｄ 元 取 締 役 Ｅの二女 4,000株 

Ｂ 代表取締役 Ｅの三女 6,000株 

Ｆ 代表取締役 Ｅの四女 6,000株 

Ｅ 取 締 役 本人、Ｄの父 16,000株 

Ｈ 取 締 役 Ｅの妻 15,000株 

Ｊ 元 取 締 役 Ｅの長女 6,000株 

Ｋ 元 従 業 員 Ｄの夫 － 

（会社の総発行株式数：80,000株） 

（２）申立人Ｘ組合（以下「組合」という。）は、肩書地に事務所を置く、個人加入の

労働組合であり、本件審問終結時における組合員数は80名である。 

組合の下部組織として、会社で就労していた者で組織されるＱ支部（以下「Ｑ支

部」という。）が存在する。 
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２ 本件申立てに至る経緯等について 

（１）本件申立てに至る経緯 

ア 平成14年２月13日、会社は、Ｄ（以下、組合に加入する前も含めて「Ｄ組合員」

という。）を正社員として雇用した。なお、Ｄ組合員と会社との間で、Ｄ組合員

の雇用に係る雇用契約書は作成されなかった。 

イ 平成14年５月29日、会社は、Ｄ組合員を取締役に選任した。 

ウ 平成31年２月27日付けで、会社はＤ組合員の夫であるＫ（以下、組合に加入す

る前も含めて「Ｋ組合員」という。）に対し、同年３月30日をもって解雇する旨

通知した。 

エ 平成31年３月１日付けで、会社はＤ組合員に対し、「社外取締役への変更予告

通知」と題する書面（以下「31.3.1会社通知書」という。）を交付した。同書面

には、①平成31年４月１日付けでＤ組合員を社外取締役にする旨、②同年４月１

日からは出社不要、無報酬となる旨、③同年３月29日まではフライス加工とＴｉ

Ｃ後研削の業務を果たすよう求める旨、④フライス加工品とＴｉＣ後研削品があ

るときは納期までに時間的余裕があっても放置せず、すぐに取り掛かるよう求め

る旨、⑤万一、フライス加工品とＴｉＣ後研削品があるのに放置している場合は、

発見次第放置した時間分減給する旨、⑥社員の某が代わりに加工しても同様に減

給する旨、⑦同年３月29日の終業までに会社の鍵を返却し、私物を持ち帰るよう

求める旨等が記載されていた。 

なお、会社が本件において提出した令和元年９月20日付け答弁書には、31.3.1

会社通知書の「社外取締役」との記載は「非常勤取締役」の誤記である旨記載が

あった。 

オ 平成31年３月４日付けで、組合は会社に対し、「結成通知及び要求書」と題す

る書面（以下「31.3.4組合通知及び要求書」という。）を提出し、Ｑ支部を結成

した旨、同支部長はＫ組合員である旨を通知するとともに、Ｋ組合員の解雇の撤

回等を要求事項として団体交渉（以下「団交」という。）を申し入れた。 

カ 平成31年３月13日、第１回団交が開催された。 

キ 平成31年３月19日、第２回団交が開催された。同団交において、組合は会社に

対し、Ｄ組合員が組合の組合員であることを公然化するとともに、Ｄ組合員の「解

雇撤回」を求めたところ、会社は組合に対し、書面にて「解雇撤回」を求めるよ

う回答した。 

ク 平成31年３月20日付けで、組合は会社に対し、「申入書」と題する書面を提出

し、文書にてＤ組合員の「解雇撤回」を求めた。 

ケ 平成31年３月25日付けで、会社は組合に対し、「2019年３月20日付申入書への
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回答書」と題する書面を交付した。同書面には、①Ｄ組合員は、「労働組合法第

２条第１項
マ マ

に規定されている、労働組合員に該当しない人物である」と認識して

いる旨、②したがって、Ｄ組合員は団交の当該者であると認めない旨、③Ｄ組合

員は団交に同席しているが、Ｋ組合員の関係者という位置付けで、出席を黙認し

ているだけである旨、④執拗に団交でＤ組合員の件を持ち出すなら、３月26日の

団交は打ち切り、それ以降のＤ組合員の団交への出席は認めない旨等の記載があ

った。 

コ 平成31年３月26日、第３回団交が開催された。同団交において、会社は、Ｋ組

合員に関する議題については交渉に応じたが、Ｄ組合員に関する議題については

交渉を拒否した。 

サ 令和元年５月28日、会社は株主総会を開催し、Ｄ組合員を取締役から解任した。 

シ 令和元年７月19日付けで、組合は会社に対し、「申入書」と題する書面を提出

し、Ｄ組合員を「社外取締役にするとして就労を禁止」したとして、Ｄ組合員の

「解雇の撤回」を議題とする団交申入れを行った（以下、この団交申入れを

「1.7.19団交申入れ」という。）。 

ス 令和元年７月23日付けで、会社は組合に対し、「回答書」（以下「1.7.23会社

回答書」という。）と題する書面を交付し、Ｄ組合員は会社の従業員ではなく、

同人を従業員として解雇したこともないとして、1.7.19団交申入れには応じられ

ない旨回答した。 

セ 令和元年９月２日、組合は当委員会に対し、不当労働行為救済申立て（以下「本

件申立て」という。）を行った。 

（２）会社の概要及び業務内容について 

ア 会社は、昭和54年６月20日に設立され、Ｅ前社長が創業者であった。 

Ｅ前社長は、平成22年７月頃からほとんど出社しなくなり、同時期から、取締

役のＨ（以下「Ｈ取締役」という。）も出社しなくなった。Ｅ前社長は、同31年

３月22日に、代表取締役を辞任して取締役となった。 

代表取締役のＢ（以下「Ｂ社長」という。）は、平成23年４月９日、代表取締

役に就任した。 

取締役のＪ（以下、取締役の時も含めて「Ｊ元取締役」という。）は、平成24

年12月頃から会社に出社しなくなり、同30年５月25日、取締役を退任した。 

平成25年以降、会社に常勤していた役員は、Ｂ社長、Ｄ組合員、取締役のＦ（以

下、監査役、代表取締役の時期も含めて「Ｆ取締役」という。）の３人であった。 

平成30年５月25日、Ｆ取締役は、取締役から監査役に代わり、令和元年７月31

日に監査役から代表取締役となった。 
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イ 会社は、金属の表面処理加工、工具の製造販売を行っており、社長室や役員の

事務室と工場は同じ建物内にあり、会社の業務の流れ等は、次のとおりである。 

（ア）業務の流れ 

取引先より、図面あるいは型番を指定されて注文を受け（受注）、管理番号

を割り振り、必要な鋼材を発注するとともに、納期を設定する（生産準備）。 

現場加工に際し、作業内容の把握及び進捗管理するための加工手配図面を作

成する。加工手配図面には、寸法図、型番、工程表、材質、製作個数、納期、

単価等が記入されている。生産準備と加工手配図面作成を併せて、生産管理業

務と呼んでいる。 

現場は、工作機械を操作して、鋼材を切削加工（粗加工）し、熱処理やコー

ティングを加えて硬度を持たせ、研削加工（仕上げ加工）する工程から成る。

現場加工は基本的に自社で行っているが、コーティングの一部で外注する業務

もある。現場の担当者は、各加工の作業を終えると、加工手配図面の工程欄に

日付とサインを記入して、材料とともに次の加工担当者に渡していく。 

加工を終えた製品について、注文の規格と個数を満たしているか検査を行い、

製品を梱包し、納品伝票を付して取引先に発送する。 

（イ）加工工程 

切削加工とは、ＮＣ旋盤又はＮＣフライスにより、鋼材を所定の寸法より大

きめに粗取りすることである。ＮＣとはコンピュータによって数値を制御する

ことで、旋盤は鋼材を回転させることによって、フライスは工具を回転させる

ことによって切削を行う。 

続いて、「焼き入れ焼き戻し」によって、硬度を持たせる。焼き入れとは、

焼き入れ炉で1,000度の高温で加熱することであり、これにより割れやすくな

るため、焼き戻し炉で500度の低温で加熱する焼き戻しを行うことで、鋼材を安

定させる。これに加え、コーティング加工を行う場合があり、その一つに、チ

タンと炭素の薄膜を作る「ＴｉＣ」と呼ばれる加工がある。 

研削加工は、焼き入れ焼き戻しによって変形した鋼材を、円筒研削盤あるい

は工具研削盤を用いて所定の寸法に合わせた研削を行う加工である。ＴｉＣ後

に形状の微修正をするために行う研削加工のことを、「ＴｉＣ後Ｇ」（Ｇはgrind

（研削）の略）と呼んでおり、ＴｉＣ炉、焼き入れ炉、焼き戻し炉の準備、セ

ット、メンテナンス及び修理等を行う業務を「ＴｉＣ炉まわり」と称している。 

（３）役員の業務分担と指揮監督について 

ア Ｄ組合員は、会社において、入社当初は生産管理業務（加工手配図面）を担当

していたが、平成15年初め頃からＮＣ旋盤とＴｉＣ炉まわり業務を担当し、平成
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25年２月頃以降はＮＣフライスとＴｉＣ後Ｇ業務を担当した。 

Ｄ組合員が担当した業務のうち、生産管理業務、ＮＣフライス、ＴｉＣ後Ｇ業

務は、いずれも１人で担当するものであるが、ＴｉＣ炉まわり業務は、２～３人

で担当し、Ｄ組合員は担当として作業をするとともに、当該工程の責任者として

指示も行っていた。ＮＣ旋盤も、２～３人で担当していたが、それぞれに機械が

割り当てられて作業していた。 

イ 平成31年３月時点において、Ｄ組合員は、ＮＣフライス加工及びＴｉＣ後Ｇ加

工を、Ｂ社長は、ワイヤー放電加工、内面研削盤（研削加工の一部）等を、Ｆ取

締役は、生産管理業務（見積・客先との納期等に係る連絡調整等・原材料の発注・

加工手配図面の作成・品質管理）等を担当していた。その他、Ｂ社長とＦ取締役

は、検査・梱包・伝票作成等の発送作業、経理及び総務業務を分担し、Ｂ社長は

決算を担当するとともに、雇用、解雇、昇進、異動等に係る人事の直接の権限を

有していた。 

ウ 平成30年３月21日、Ｄ組合員は、Ｄ組合員の技術的な考えを、Ｆ取締役の作成

した加工手配図面に書き加えた。なお、Ｄ組合員が加工手配図面に追記すること

はよくあることで、当時、社内で書き加えられるのは、Ｄ組合員、Ｂ社長、Ｆ取

締役の３人だけであった。 

（４）会社における服務態様について 

ア 就業規則において、会社の労働時間は、交替勤務の必要が生じた場合を除いて、

午前８時30分から午後５時30分まで、休憩時間は午前10時から10時10分まで、正

午から12時40分まで及び午後３時から３時10分までと定められている。また、「従

業員は、出退勤に当たっては、出退勤時刻をタイムカードに自ら記録しなければ

ならない」との規定もある。 

イ 役員のタイムカードについては、Ｅ前社長、Ｈ取締役は平成22年７月まで、Ｊ

元取締役は平成24年まで、タイムカードの打刻を行っていた。Ｂ社長、Ｄ組合員、

Ｆ取締役の３名も、タイムカードの打刻を行っていたが、常勤役員が同人ら３名

のみとなった平成25年以降、出勤時間が遅れることが多くなり、タイムカードを

打刻しない時期もあった。 

平成30年４月８日、Ｄ組合員のほか、Ｂ社長、Ｆ取締役、Ｅ前社長、Ｈ取締役、

Ｊ元取締役が会議に出席し、常勤役員の出勤率を改善すること、役員もタイムカ

ードを打刻することを再度確認した。同会議の議事録には、「役員もタイムカー

ドを押す．８：３０～始業 『綱紀しゅく
ﾏ ﾏ

正』に．」と記載されていた。 

さらに、Ｂ社長は、タイムカードに係る「打刻理由説明書」を作成し、Ｂ社長、

Ｄ組合員及びＦ取締役の３名は、会社から外出する際、この打刻理由説明書に、
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公用か私用か、あるいは私用であればその理由を記入し、月末にＢ社長がこれを

回収していた。 

ウ 平成30年７月23日、Ｂ社長、Ｄ組合員及びＦ取締役の３名は、Ｂ社長が、役員

の休む範囲を従業員の年次有給休暇の範囲に収めるとして、作成・提案した「有

給休暇消化記録」の様式を用いることを決めた。同３名が会社を休む場合は、「有

給休暇消化記録」に自ら30分単位で記録し、他の役員に伝えるのに対し、従業員

の場合は、年次有給休暇は半日若しくは１日単位であり、取得する際には、有給

休暇届を役員に提出することとなっていた。 

就業規則において、年次有給休暇については、次のように定められていた。 

「第12条 

１ 労働基準法に従って、年次有給休暇を与える。 

２ 従業員は、年次有給休暇を取得しようとするときは、あらかじめ時季を指

定して請求するものとする。ただし、会社は、事業の正常な運営に支障があ

るときは、従業員の指定した時季を変更することがある。       」 

エ 常勤の役員は、始業時間の午前８時30分に出勤していることもあれば、遅れる

こともあった。これに対し、従業員は、就業規則において、「遅刻、早退、私用

外出した時間については、１時間当たりの賃金額を30分単位の切上げで差し引

く。」と定められていた。Ｂ社長、Ｄ組合員及びＦ取締役の３名は、８時30分よ

り遅く出勤しても、何らかの処分や報酬の減額をされたことはなかった。 

（５）報酬等について 

ア Ｄ組合員が平成14年２月13日に正社員として雇用されてから、同年５月29日に

取締役に選任され、同31年５月28日に取締役を解任されるまでの、会社から支給

された総支給額（手当等を含む）の推移は、別表のとおりである。 

会社の「支給明細書」には、「基本給」の欄と「役員報酬」の欄があり、Ｄ組

合員が取締役に就任以降、平成30年４月分（同年３月末日〆、同年４月10日支給

分）まで、報酬額は、支給明細書の「基本給」の欄に記載されていた。これは代

表取締役であるＢ社長についても同様である。平成30年５月分からは、「役員報

酬」欄に記載された。 

このほか、Ｄ組合員には、住宅手当、家族手当、教育手当及び通勤手当が支払

われていたほか、健康保険料、厚生年金保険料が控除されていた。なお、これは、

Ｂ社長についても同様である。 

イ 従業員には賞与や時間外労働に係る割増賃金が支払われていたのに対し、Ｄ組

合員には支払われていなかった。 

ウ Ｄ組合員は、平成16年10月から同17年１月12日まで、同23年４月12日から同年
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10月31日までの２回、産前産後休暇及び育児休業を取得したが、その期間、会社

からＤ組合員に報酬は支給されなかった。また、Ｆ取締役が平成22年に産前産後

休暇及び育児休業を取得した際も同様であった。 

エ 会社従業員で１階フロア長を務めるＬ（以下「Ｌ従業員」という。）は、平成

５年に入社し、令和２年頃の年収は600万円から650万円程度である。 

オ 会社は、Ｄ組合員をはじめＢ社長ら役員に対する報酬を、毎年、役員報酬とし

て費用計上し、税務申告していた。 

（６）Ｄ組合員の経営への参画について 

ア 令和元年５月28日現在において、Ｄ組合員は、会社の株式を4,000株（会社の総

発行株式数80,000株の５％）保有していた。 

イ 会社は、Ｄ組合員のほか、Ｂ社長、Ｆ取締役、Ｅ前社長、Ｈ取締役、Ｊ元取締

役を、労働者災害補償保険の特別加入者として申請していた。 

ウ Ｄ組合員は、取締役として、取締役会の議事録に署名、捺印していた。取締役

会の議事録には、取締役の報酬額等の記載があった。また、Ｄ組合員は、代表取

締役を選任する取締役会の議決に参加したことがあった。 

エ 平成16年以降、会社では、「役員会議」、「早朝会議」、「社長同席会議」及

び「臨時会議」等と称する経営会議（以下、呼称にかかわらず「役員会議」とい

う。）が開催されていた。役員会議では、役員の分担、担当業務の状況、役員報

酬、ユーザー対応、価格設定、営業及び納期管理など、会社業務全般に関する事

柄が議題とされ、Ｄ組合員のほか、Ｂ社長、Ｆ取締役、Ｅ前社長、Ｈ取締役、Ｊ

元取締役ら概ね役員が出席しており、議題に応じて従業員も出席した。 

Ｄ組合員は、役員会議の内容についてメモをとり、「役員早朝会議議事録」と

題するファイルに保管していた。平成17年２月３日のメモには「１回／週 月曜

日、ＡＭ8:15～の社長同席 早朝会議の開催」、同19年１月５日のメモにも「執

行役員会議 週一回開催」とあり、頻繁に開催されていた時期もあったが、開催

は不定期で、 Ｅ 前社長が出席しないこともあった。 

以下の(ア)から(キ)に記載の役員会議には、いずれもＤ組合員が出席していた。 

（ア）平成16年12月28日、会社では、役員報酬をテーマとする役員会議が開催され、

役員報酬に成果主義を取り入れることなどが協議・検討された。 

（イ）平成17年２月21日、会社では、役員の他に従業員も参加して、役員会議が開

催され、Ｄ組合員が、パート雇用についての計画を作成する旨確認された。 

（ウ）平成18年７月18日、会社では役員会議が開催され、同日午後５時30分から従

業員に対し就業規則の説明を行う旨が報告された。 

（エ）平成19年１月５日、会社では役員会議が開催され、役員会議を週１回開催し、
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議長は３か月交代で、同年１月から３月はＪ元取締役であること等が確認され

た。 

（オ）平成19年２月20日、会社では役員会議が開催され、現場の従業員の実績評価

について、経験年数、習熟度、機械ごとの難易度等を評価し、１項目当たり5,000

円を上限とする手当を支給する旨について話合いがなされた。 

（カ）平成19年３月12日、会社では役員会議が開催され、営業目標やコスト計算の

ほか、役員報酬の評価方法について話合いがなされた。 

Ｄ組合員が同日の役員会議について記載したメモの中には、次のとおりの記

載があった。 

「ノルマ制（３ケ月）営業成績に応じて１年間の報しゅうを決める   

 （略）  

 役員報しゅう評価比率  内勤50％ 外勤（営業）50％       」 

（キ）平成21年１月13日、会社では役員会議が開催され、減収による役員報酬のカ

ット、従業員の休業及び賃金カットについて、話合いがなされた。 

Ｄ組合員が同日の役員会議について記載したメモの中には、次のとおりの記

載があった。 

「役員報しゅうカット ２月分 50％カット 

                     当分10か月 10/10払いまで          」 

また、同日の役員会議についての記載に続いて、次のとおりの記載があった。 

「2009.1.16           

            週－全休＋隔週交替休 

 休業日案 １ヶ月間６日（約５％減額＋皆勤） 

  休業分給与について 

   日額（基＋住・家・Ｇ長）／25の８割、会社で負担 

      自己減額分２割＋交通費、皆勤手当           」 

オ 平成21年１月16日、リーマンショックに伴う会社の臨時休業について協議する

労使会議が開催され、労働者代表としてＬ従業員が出席した。また、Ｄ組合員は、

会社側として出席した。同月19日付けで、Ｅ前社長とＬ従業員は、休業協定書を

締結し、会社は同月23日から同年２月28日までの間において、これらの日を含め

12日間臨時休業をした。 

なお、労働者代表を選任する労働者代表選任書の労働者の署名及び押印欄に、

Ｄ組合員及び他の役員の署名及び押印はなかった。 

カ 平成23年４月11日、会社では役員会議が開催され、Ｄ組合員、Ｂ社長、Ｆ取締

役、Ｊ元取締役が出席し、Ｄ組合員の休業後の業務の引継ぎに関する役割分担等
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について話合いがなされた。 

Ｂ社長が同日の役員会議について記載したメモの中には、引継ぎ後の役割分担

に係る記載に続いて、次のとおりの記載があった。 

「今後の課題 

 ・４人の給料の分配 

 ・（略） 

 ・営業                              」 

また、同23年11月９日、Ｄ組合員、Ｂ社長、Ｆ取締役、Ｊ元取締役が出席して

開催された役員会議について、Ｂ社長が記載したメモの中には、次のとおりの記

載があった。 

「株式会社Ｙのこれからと自分の働き・給料について 

 Ｄ ・売上げ増 目指す①営業 

      ↓     ②型彫放電 

   給料も売上げに伴って増やす 

 Ｊ （略） 

   ・自分は今の給料でいいから、今の仕事だけやるつもり。それ以外は、

口も手も出すつもりはないし、言ってもしゃあない 

 Ｂ ・役員の給料は、会社の業績にシフトするように基準を設けたい 

 Ｆ ・今の働き量と給料に何の不満もない               」 

キ 平成29年２月23日、某証券会社の担当者から、会社の事業承継の概要について

の説明があり、Ｄ組合員のほか、Ｂ社長、Ｆ取締役、Ｅ前社長、Ｈ取締役、Ｊ元

取締役らが同席した。同社が作成・提示した資料には、会社の持株状況、相続税

額の試算、資産管理会社の活用等について記載されていた。 

ク 平成29年５月14日、Ｅ前社長宅において会議が開催された。出席者は、Ｄ組合

員のほか、Ｂ社長、Ｆ取締役、Ｅ前社長、Ｈ取締役、Ｊ元取締役で、その議事録

には、決定事項として、平成30年の株主総会でＥ前社長及びＨ取締役が役員を退

任する旨及びその際の退職金の額について、平成29年度からの一人当たりの役員

報酬の額について記載されていた。 

ケ 平成30年４月８日、Ｅ前社長宅において会議が開催された。出席者は、Ｄ組合

員のほか、Ｂ社長、Ｆ取締役、Ｅ前社長、Ｈ取締役、Ｊ元取締役であった。同会

議では、会社事業の承継税制について、社内業務担当の確認について、良好な職

場づくりについて、役員のタイムカードの打刻について、Ｅ前社長及びＨ取締役

が役員を継続することについて、役員報酬額について話合いがなされ、Ｊ元取締

役の作成した議事録には、出席した役員がそれぞれ確認した旨、署名とともに記
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載されていた。議事録には「2018.４月分～の役員報酬 一律 60万／月（各種手

当別）」との記載があった。 

コ Ｄ組合員は、平成15年から同18年頃にかけて、新規事業の立上げにあたり、新

規工作機械の導入に関与し、機器の仕様や価格等について、メーカーと交渉した。

また、平成30年頃、Ｌ従業員も新規工作機械の導入に当たり、メーカーと交渉し

たことがある。 

サ Ｄ組合員は、平成18年頃、会社の給与計算ソフトの導入を担当した。 

シ 会社では、顧客からの電話や訪問者があった場合、役員のみが対応することと

なっていたところ、Ｄ組合員も、顧客の電話応対や訪問者の対応をしていた。 

第５ 争点に係る当事者の主張 

１ 申立人の主張 

（１）Ｄ組合員と会社との関係について 

ア Ｄ組合員が取締役となった経緯について 

平成14年５月29日、Ｄ組合員は、Ｅ前社長の意向で取締役に就任し、登記され

ることになったことは認めるが、これは、家族で取締役を占めたいというＥ前社

長の意向によって形式的に取締役とされたものである。Ｄ組合員の取締役として

の権限は、取締役会の代表取締役選任の議決に参加することだけであり、Ｄ組合

員が実質的に取締役として経営に参画することになったものではない。 

イ Ｄ組合員の担当業務及び会社によるＤ組合員への指揮監督について 

（ア）Ｄ組合員は、会社において、①生産管理業務、②ＮＣ旋盤による加工業務、

③ＮＣフライスによる加工業務、④ＴｉＣ後Ｇによる加工業務、⑤ＴｉＣ炉ま

わり業務、⑥給与計算業務・請求書業務などに従事してきたが、①から⑤は会

社の製造・加工業務を構成し、⑥は事務作業で、いずれも工場現場での業務で

あり、工具の製造について受注から納品、請求という有機的統一的な企業活動

のための、会社の指揮監督の下の労働であることは明らかである。また、これ

らの業務はいずれも取締役の身分を持たない従業員が行うことができ、現に①

から⑤の業務については、他の従業員も担当している。 

また、Ｄ組合員は、他の従業員と同様、Ｆ取締役が製品ごとに作成する加工

手配図面によって、担当すべき業務とその時期を指示され、また、その遂行の

結果を同図面の工程表に記載して報告している。まさに、Ｄ組合員は会社の指

揮監督に服していたのである。 

（イ）31.3.1会社通知書には、Ｄ組合員に対するＮＣフライス加工とＴｉＣ後Ｇの

業務に関する具体的指揮内容が記載されており、会社のＤ組合員に対する日常

の指揮監督の実態がみてとれる。 
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（ウ）Ｄ組合員が担当したことのある工程のうち、生産管理、ＮＣフライス加工、

ＴｉＣ後Ｇはいずれも１人で担当する工程であることから、他の従業員への指

揮命令などあり得ない。ＮＣ旋盤、ＴｉＣ炉まわり業務は、それぞれ２～３人

で行う業務であり、Ｄ組合員がそれら業務を担当する者らのトップであったこ

とがあることは認めるが、だからといって実質的に取締役としての役割を行っ

ていたことにはならない。 

各工程はそれぞれ機械ごとに担当者が決まっており、その保守管理を担当し

ており、工程ごとの責任者は置かれていない。 

なお、ＴｉＣ炉まわり業務のトップは、従業員の１人であるＬ従業員が１階

フロア長になってからは、同人が務めることになった。 

ウ Ｄ組合員の会社における服務態様について 

（ア）Ｄ組合員には、他の従業員と同様、就業規則で定められた始業時刻、終業時

刻、休憩時間が適用され、タイムカードの打刻が求められていた。そして、Ｄ

組合員には、労働基準法による年次有給休暇が与えられていた。 

Ｄ組合員には、会社から有給休暇消化記録という用紙が交付され、タイムカ

ードの打刻に併せて有給休暇の消化状態について自己管理が求められていた。

さらに、打刻理由説明書の提出を求められ、タイムカード上、会社にいなかっ

た時間帯について公用(勤務）、私用（有給休暇）の別の申告が求められていた。 

（イ）また、Ｅ前社長の指示によって、家族以外の従業員らに示しがつかないとの

ことで、Ｄ組合員ら姉妹についても就業規則上の労働時間を守り、休みは年次

有給休暇の範囲内とすることになり、タイムカードの打刻と有給休暇消化記録

で勤怠管理がなされていた。これは、Ｅ前社長が、Ｄ組合員ら姉妹についても

家族以外の従業員同様、一労働者として扱っていたからに他ならない。 

そもそも一般に、役員ら経営陣の業務遂行は、時間や日数で規制することに

は馴染まないことから、役員の出勤時間や日数が少ないことについて「他の従

業員に示しがつかない」などと気を遣うことなどあり得ない。現に、Ｅ前社長

は、平成22年７月頃以降はほとんど会社に出社することはなくなったが、それ

でもきちんと役員報酬を受け取っていた。 

エ Ｄ組合員の報酬の性質及び額について 

（ア）31.3.1会社通知書には、担当業務を放置した場合、放置した時間分減給する

旨予告されており、Ｄ組合員への金員の支払が委任事務に対する報酬などでは

なく、労働の対価であることは明らかで、会社自身、Ｄ組合員に対して賃金を

支給しているとの認識を明らかに持っていたのである。 

（イ）Ｄ組合員に対する賃金は、毎月、支給明細書を交付してなされ、支給明細書
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には、「基本給」の欄と「役員報酬」の欄があるところ、平成30年４月分まで

は、Ｅ前社長の指示で、支給明細書の「基本給」の欄に賃金額が記載されてい

た。また、就業規則で従業員に支給する賃金として、住宅手当、通勤手当及び

家族手当の記載があるところ、Ｄ組合員にもこれらの手当が支給されていた。 

平成30年４月分のＢ社長の給与の支給明細書において、基本給の欄に金額が

印字されているのは、まだＥ前社長が会社の経営の実権を全面的に握る、いわ

ゆるワンマン経営体制であって､Ｂ社長は名目上代表取締役とはなっていたも

のの、Ｄ組合員同様、一従業員扱いであったためである。 

（ウ）Ｄ組合員には、産前産後休暇、育児休業が認められ、２回休んでいるが、そ

の間の賃金の支払はない。これは、同期間中、労務を提供することができなか

ったためであり、すなわち、Ｄ組合員は労務提供の対価として毎月の支払を受

けていたものであり、これはまさしく賃金である。 

（エ）加えて、会社の減収による役員報酬のカットが、年度末の株主総会の決議に

よるのでなく、営業年度の途中月から実施されていたが、このことは、Ｄ組合

員ら役員が従業員として就業し、その対価である賃金を受領していたことを物

語る。 

（オ）なお、会社は、Ｄ組合員への賃金を役員報酬として費用計上し、税務処理を

していたと主張するが、会社が税務処理のためにいかなる費用計上を行うかは

労働者のあずかり知らないところで行われるものであり、仮に役員報酬として

計上していることが事実であったとしても、そのために労働者性が否定される

ものではない。 

オ Ｄ組合員の会社経営への参画について 

（ア）会社は、Ｅ前社長が平成31年３月の代表辞任まで、経営の実権を全面的に握

る、いわゆるワンマン経営であり、会社の経営の根幹部分は、Ｅ前社長が決定、

指示していた。会社が指摘する、Ｄ組合員の取締役としての活動も、ワンマン

であるＥ前社長の指示を受けてそれを具体化するなど、中間管理職的な関与で

あり、独自の権限と責任を有する、業務執行権を有する取締役のそれとは到底

言い難いものであった。 

Ｅ前社長の代表取締役辞任後は、Ｂ社長が一人で会社の経営を行うようにな

り、Ｄ組合員が経営にタッチしたことはない。 

（イ）会社の経営方針は取締役会で検討・決定されなければならないところ、Ｄ組

合員が出席していた役員会議は、会社法が求める取締役会として開催されたも

のではないことは明らかである。また、役員会議は、従業員では果たし得ない

経営者固有の役割とされる「経営方針に関する会議」ではなく、実質的な経営
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者であるＥ前社長が決定指示したことの具体化について、Ｄ組合員やその姉妹

たちを集めて、検討したり、実務上の問題点とその検討、当面の日程などの確

認、作業分担・担当の確認、欠勤の場合のフォローの確認、今後の営業活動に

ついての申し合わせ等がなされており、時には他の従業員が参加したり、Ｅ前

社長抜きで、確認や意見交換を行ったりしていた。会議名も、「役員会議」や

「早朝会議」などと呼んだりしており、役員会議の定義も定まっていなかった。 

会社は、Ｄ組合員が役員会議に出席して作成したメモをもとに、人事・給与

制度、売上やコストの管理、事業目標、役員報酬等会社の経営の根幹をなす決

定にＤ組合員が参加している旨主張するが、いずれも誤りである。例えば、平

成19年２月20日には、Ｅ前社長から、手当の支給の指示がなされたことが記載

されているにすぎず、同年３月12日には、役員報酬に成果主義を導入すると言

明したＥ前社長が、さらに、その評価比率を内勤、外勤で各50％にするとして、

Ｄ組合員ら取締役に対し、営業（外勤）でも成果を上げるよう求めてきたもの

である。また、同21年１月13日には、Ｅ前社長が、減収のため、役員について

は報酬カットをするよう指示し、その具体化が検討されたにすぎない。 

Ｄ組合員は、取締役会構成員として、代表取締役選任の取締役会の決議に参

加したことはあるが、その余の取締役会に参加したことはない。 

（ウ）会社は、Ｄ組合員が新規事業の立ち上げの責任者であった旨主張するが、当

該事業の立ち上げは、Ｅ前社長の指示により取り組み、Ｄ組合員は必要な工作

機械の導入業務の補助者となったもので、責任者ではなかった。また、結局こ

の事業は実施されなかった。なお、新規工作機械の選定導入は、Ｌ従業員など、

他の従業員も行っている。 

（エ）それまでＨ取締役が手作業で行っていた給与計算を、同取締役の提案で給与

計算ソフトを導入することになり、Ｄ組合員が担当してソフトを検討し、Ｅ前

社長の決裁を得て購入した。 

（オ）会社は、労働保険料等算定基礎賃金等の報告に、Ｄ組合員が特別加入者とし

て記載されていることをもって、Ｄ組合員が使用人兼務取締役ではなく、事業

主としての役員である旨主張するが、これに理由はない。 

カ 総括 

Ｄ組合員は、会社の取締役として登記はされていたが、名目上の取締役に過ぎ

ず、会社に使用され、その指揮命令のもとに労務を提供し、その労務の対価とし

て賃金の支払を受けており、労働組合法（以下「労組法」という。）上の労働者

に該当することは明白である。 

（２）本件団交申入れに対する会社の対応について 
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ア Ｄ組合員の解雇問題は、組合員の重要な権利に関する事項であって、当然団交

事項であるところ、会社は、団交拒否の理由として、Ｄ組合員が取締役であり労

働者ではないこと、社外取締役にするという通知は解雇ではないことをあげるが、

Ｄ組合員が労働者であることは上記のとおりであり、同通知には解雇との記載は

ないが、従業員としての地位を奪うものであるから解雇に他ならない。 

Ｄ組合員は、取締役として登記はされているとはいえ、労働組合の自主性を損

なう危険性が大きいとはいえない者であり、労組法第２条ただし書第１号の「役

員」に該当するともいえず、労組法上の労働者であることは明らかであり、会社

の団交拒否の理由は正当な理由足り得ず、会社のこの対応は、労組法第７条第２

号の団交拒否に当たる。 

イ Ｑ支部の組合員はＤ組合員を含めて２名のみであり、Ｄ組合員は支部書記長と

いう重責にあった。支部結成直後の重要な時期に、Ｄ組合員について組合員ある

いは支部書記長としての活動を認めないことは、組合活動に対する重大な介入で

ある。また、２名という人数は団結という上では最低限の人数であるにもかかわ

らず、会社は、そのうち１名のＤ組合員が労働者でないとして組合員であること

を否定し、Ｋ組合員を孤立させ、支部の団結を著しく弱めようとしており、支配

介入は明らかである。 

２ 被申立人の主張 

（１）Ｄ組合員と会社との関係について 

ア Ｄ組合員が取締役となった経緯について 

Ｅ前社長は、娘である４姉妹に事業を承継しようと考え、その意を受けて、Ｄ

組合員、Ｂ社長が入社している。Ｄ組合員は、入社した当初から役員となること

が予定されており、実際、入社からわずか３か月後に取締役に選任され、後記の

とおり取締役としての待遇を受け、かつ取締役として行動していた。このように、

入社経緯からしても、会社の経営者たる取締役であったことは明らかである。 

イ Ｄ組合員の担当業務及び会社によるＤ組合員への指揮監督について 

（ア）会社は、従業員わずか４名の中小企業であり、Ｄ組合員を含む役員５名を合

わせてもわずか９名（現在は８名）で構成される会社であった。そのため、Ｄ

組合員はもちろん、Ｂ社長も従業員と同じく工場作業に従事することもあるが、

Ｄ組合員は取締役であったため従業員とは異なる地位にあり、仕事の段取りも

自由にすることができたほか、就業時間中であっても度々持ち場を離れて３階

事務室でインターネットをするなど、従業員であれば許されない行動もとって

いた。 

また、組合は、Ｆ取締役が加工手配図面を作成して、作業内容について、Ｄ
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組合員らに具体的に指示をしていた旨主張するが、取引先の注文に基づいて、

寸法や納期や工程が記載された加工手配図面に従って作業が行われることは、

社内の分業として行われる当然のことであって、Ｆ取締役がＤ組合員に指揮命

令していたという性質のものではない。加工手配図面を作成するＦ取締役の生

産管理工程と、Ｄ組合員の加工工程は、社内の別部署であり、両工程の間に上

下の指揮監督関係があるわけではない。加えて、加工手配図面へのサインは、

加工作業の進捗や納期を管理するために行うもので、Ｆ取締役に作業の完了を

報告するという性質のものではない。 

（イ）組合は、31.3.1会社通知書において、会社がＤ組合員に対して具体的な業務

指示をしている旨主張するが、取締役は相互に監視義務を負っているところ、

Ｅ前社長が、当時取締役であったＤ組合員に対し、監視行為として、その分掌

業務を遂行するよう指示したものであって、これは指揮命令ではない。また、

同通知書では、業務を遂行しない場合は役員報酬を減額する旨も記載されてい

るが、実際にはＤ組合員は当該業務を実施しなかったにもかかわらず、役員報

酬を減額していない。 

（ウ）また、組合は、Ｅ前社長が平成31年３月に代表を辞任するまで、会社の経営

の実権を全面的に握っていた旨主張するが、組合のこの主張によれば、代表を

辞任するまでＥ前社長が会社の唯一の実質的な役員ということになり、代表取

締役であるＢ社長も、Ｆ取締役も「一労働者」であることになる。しかし、平

成22年以降約10年間にわたって出勤していない者が会社を「ワンマン経営」で

支配し、代表取締役ですら一労働者に過ぎない会社などあり得ない。 

（エ）取締役は工場作業においては、その時期人員不足となる等の問題のある工程

で、率先して業務の円滑化を図り、会社の正常な運営を保つ責務がある。生産

管理工程、ＮＣ旋盤工程、ＴｉＣ炉まわり工程、ＮＣフライス加工工程、Ｔｉ

Ｃ後Ｇ工程において、Ｄ組合員は各工程の最高管理責任者として人事・設備決

定権を持ち、これらの工程を管理・統括すべき立場にあり、各工程を担当する

従業員の具体的な業務内容について指示・命令していた。さらに、各工程の従

業員に対する教育指導や管理も行っていた。 

また、組合は、ＴｉＣ炉まわり業務のトップをＬ従業員が務めた旨主張する

が、Ｌ従業員は、キャリアとしては10年近くＤ組合員より先輩であるにもかか

わらず、立場はＤ組合員の方が上であると認識されており、Ｄ 合員がＬ従業員

に命令することはあっても、Ｌ従業員がＤ組合員に命令することはなかった。 

（オ）以上のとおり、組合が、Ｄ組合員が会社から指揮命令を受けていたとする根

拠はいずれも事実でなく、根拠を欠いており、会社とＤ組合員との関係は、指
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揮命令関係ではない。 

ウ Ｄ組合員の会社における服務態様について 

（ア）会社では、従来から、Ｄ組合員だけでなく、Ｅ前社長やＢ社長を含むすべて

の役員が慣習的にタイムカードを打刻していた。したがって、タイムカードを

打刻していたこと自体は、Ｄ組合員が労働者であることの理由とはならない。 

平成25年以降、Ｂ社長、Ｄ組合員及びＦ取締役の３人の常勤役員の出勤率が

徐々に低下し、それに伴ってタイムカードの打刻もいい加減なものとなり、会

社では従業員は電話もインターホンも取らないこととされていることから、同

30年頃には、営業時間中にもかかわらず取引先との電話も対応もできないなど

の不都合が散見され、会社の営業不振・信用問題になりかねないほどにまで悪

化した。そのため、同年４月８日の会議で、役員もそれぞれ責任ある態度とし

て出勤するよう心がけて「綱紀粛正」するために、タイムカードを打刻するこ

とを確認している。このように、Ｄ組合員のタイムカードの打刻は、Ｄ組合員

の労働時間管理を目的としたものではない。 

（イ）Ｄ組合員は会社の取締役であったため、出勤の義務があるわけではなく、し

たがって年次有給休暇の付与の対象ではない。 

組合が指摘する有給休暇消化記録は、前記(ア)記載の役員の出勤率が向上し

ない状況を受けて、仮に会社に出勤しない日があるとしても、従業員の有給休

暇日数を超えないように自分たちを律するために作成したもので、その様式も、

従業員の有給休暇は半日単位でしか取得できないのに対し、役員の有給休暇消

化記録は30分単位となっているなど、従業員のものと異なり、従業員の年次休

暇とは全く異なる運用がされている。 

また、会社が取得状況等を管理していた事実もない。Ｄ組合員の欠勤日数が

従業員の年次有給休暇日数を上回っても、役員報酬の減額は予定されていなか

ったし、実際に減額もしていない。 

有給休暇消化記録の作成やタイムカードの打刻は、役員の出勤時間や日数が

著しく少ないのでは他の従業員に示しが付かないことから、役員同士で相互に

監視しあうため、一応の目安として、就業規則上の就業時間には出勤するよう

にし、欠勤する場合でも、従業員の有給休暇の日数内に収めようと申し合わせ

たことによる。よって、Ｄ組合員に対して労働基準法に定める年次有給休暇が

付与されていた事実はない。 

なお、役員の出勤時間や日数が少ないことについて、他の従業員に気を遣う

ことなどあり得ないとの組合の主張は、あまりにも中小企業の実態を知らない

非現実的な主張である。従業員わずか４名の中小企業である会社において、役
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員らが自らを律し、従業員からの信頼を維持しなければ会社を円滑に運営でき

ないのは当然である。 

エ Ｄ組合員の報酬の性質及び額について 

（ア）Ｄ組合員が受領していた金銭は、従業員に支給される給与とは全くその性質

を異にしており、明らかに役員報酬である。 

Ｄ組合員に支給された報酬は、平成14年４月及び５月分は月額47万7500円で

あったのに対し、入社からわずか４か月目の、取締役に選任された直後の同年

６月分は、月額152万7500円である。また、入社３年目の平成17年７月から同21

年１月までの間、Ｄ組合員に支給された報酬月額は、同18年１月の223万2676円

を除いて183万2500円であった。これに対し、平成５年に入社し、現在入社27年

目のＬ従業員の年収は600万円から650万円であり、Ｄ組合員に対しては、その

入社年次に比して、従業員よりもはるかに高額の金銭が支給されていた。これ

は、その金銭の性質が「給与」ではなく「役員報酬」でなければ説明がつかな

い。 

加えて、Ｄ組合員の報酬月額は、会社の業績に合わせて頻繁に増減しており、

かつ、前月の77％増や、３分の１以下になる等、増減額も20万円程度から200万

円程度まで、増減幅が非常に大きい。このような乱高下は、従業員の給与では

起こり得ない。会社の業績を直接反映して報酬が変動していること自体、これ

が役員報酬であり、Ｄ組合員が会社の利益を代表する地位にあることの証左で

ある。 

また、Ｄ組合員に支給されていた報酬は、出勤時間や出勤日数にかかわらず

一定の金額であり、労働時間による増減がない。従業員の賃金であれば、時間

外労働や遅刻欠勤があったりして、月によっては若干の変動があるのが通常で

あるが、Ｄ組合員はそれが全くない。Ｄ組合員は欠勤もあったにもかかわらず

金額に変更がなく、このことはＤ組合員に支給されている金銭が役員報酬でな

ければ説明がつかない。 

また、Ｄ組合員には、従業員と異なり、賞与も全く支給されていなかった。 

（イ）31.3.1会社通知書を発した平成31年３月頃は多忙な時期であり、会社として

はＤ組合員に取締役としての仕事を果たしてほしいという考えから、担当業務

を放置している場合は、発見次第放置した時間分減給する旨の記載内容となっ

た。Ｄ組合員は結局、同月25日頃から出勤せず、仕事も放置したままとなった

が、実際には減給していない。 

（ウ）Ｄ組合員の給与の支給明細書において「基本給」名目となっているのは、当

時会社が役員報酬の支給に際し、その名目を厳密に区別していなかったためで
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あり、実際、同時期においては会社代表者であるＢ社長に対する報酬も「基本

給」名目で支給されている。給与の支給明細書の「基本給」の欄に金額の記載

があったとしても、その実質は役員報酬である。 

（エ）会社が、Ｄ組合員の産前産後休暇や育児休業中に役員報酬を支給しなかった

のは、その間は、取締役としての任務を果たすことができないためであって、

取締役の地位が会社との委任契約に基づく以上、受任事務を果たせない場合に

報酬を受領できないのは当然であり、これらの事情をもって、Ｄ組合員に支給

されていた報酬が「給料その他これに準ずる収入」であるとの理由にはならな

い。 

（オ）なお、会社は、毎年、Ｄ組合員に対する報酬を、「使用人職務分」としては

計上せず、役員報酬としてのみ費用計上し、税務申告していた。 

さらに、平成16年12月28日の役員会議において、役員報酬というテーマで議

論がされ、この役員報酬とはＤ組合員を含む役員に支給される金銭のことであ

り、社内でも、Ｄ組合員に支給されていた金銭は「役員報酬」であると明確に

認識されており、従業員の給与とも区別されていた。 

いずれも、Ｄ組合員が使用人兼務取締役でないことの証左である。 

オ Ｄ組合員の会社経営への参画について 

（ア）Ｄ組合員は、平成14年に役員に就任した当時から、会社における人事・給与

制度、売上やコストの管理、事業目標、役員報酬等、会社の経営の根幹を決定

する役員会議に出席し、自ら会議の内容をメモして記録し保管していた。この

ことは、会社の経営方針の決定にＤ組合員が参画していたことを裏付ける。 

その記録によれば、Ｄ組合員が出席した役員会議において、平成19年２月20

日には、現場の従業員の実績を評価して、経験年数・習熟度・担当機械ごとの

難易度にあわせて、毎月の手当を支給する旨が決定されたり、同年３月12日に

は、役員報酬の評価方法についても協議されているほか、同21年１月13日には、

会社の売上が減少したことから役員報酬をカットする旨が決定されている。 

（イ）平成21年のリーマンショックで会社の売上げが減少したことから、会社が休

業するに当たっての労使会議において、Ｌ従業員が従業員代表に選任されたが、

その選任書にＤ組合員の名前はなく、むしろ、Ｄ組合員は使用者側の立場で協

議に当たり、臨時休業に関する文書を作成して従業員に配付した。このことは、

Ｄ組合員が会社の労働関係についての計画と方針とに関する機密に接してい

たことの証左である。また、上記に限らず、会社から従業員に対する伝達や連

絡の際には、Ｄ組合員は、必ず使用者側の立場で出席していた。 

（ウ）Ｄ組合員は、各工程の責任者として、設備を新規に導入する際に、会社の業
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務執行者として、価格や性能を吟味して実際に導入する設備を決定する権限と

責任を有していた。そして、会社の新規事業の立ち上げを担当した際は、立ち

上げに必要な工作機械の選定、図面のやり取り、見積取得、価格交渉など、メ

ーカーや商社との協議交渉等の責任者であった。 

（エ）会社が給与計算ソフトを導入した際、この導入を決定したのはＤ組合員であ

り、ソフトの販売元からは現在もＤ組合員宛てにダイレクトメールが届いてい

る。 

（オ）Ｄ組合員は、労働保険料等算定基礎賃金等の報告に、労災保険の労働者では

なく、特別加入者として報告されていた。このことは、Ｄ組合員が使用人兼務

取締役ではなく、事業主としての役員であることの証左である。また、Ｄ組合

員は、役員である父母及び他の３姉妹とともに、平成29年２月に、証券会社か

ら、会社の事業承継に関する説明を受けていた。このことからも、Ｄ組合員は

会社の事業を承継する者の一人として位置付けられていたことは明らかであ

る。 

カ 総括 

Ｄ組合員は、会社に入社した当初から他の姉妹とともにＥ前社長の後継者とし

て取締役になることが予定されており、取締役に選任後は、使用者の利益を代表

する地位にあった。また、会社内においてかなり広範な自由を認められていたほ

か、役員としての権限を有しており、会社からは他の従業員とは全く性質の異な

る報酬を受け取っていた。さらに、組合が、Ｄ組合員が会社から指揮命令を受け

ていたとする根拠はいずれも事実でなく、会社とＤ組合員との関係は、指揮命令

関係ではない。会社におけるＤ組合員の地位は、まさに「役員」であって、従業

員、すなわち「労働者」ではない。 

（２）本件団交申入れに対する会社の対応について 

Ｄ組合員は、会社の取締役、すなわち「役員」であって「労働者」ではなく、そ

のため、Ｄ組合員が参加している組合は、労組法第２条第１号に該当することから、

労組法の労働組合に該当しない。したがって、会社が組合のＤ組合員の処遇につい

ての団交を拒否したことは、不当労働行為（労組法第７条第２号及び同条第３号）

に該当しない。 

第６ 争点に対する判断 

１ Ｄ組合員は、会社との関係において労組法上の労働者に当たるか。当たるとすれば、

1.7.19団交申入れに対する会社の対応は、正当な理由のない団交拒否に当たるととも

に、組合に対する支配介入に当たるかについて、以下判断する。 

（１）Ｄ組合員の労働者性について 
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労組法第３条は「この法律で『労働者』とは、職業の種類を問わず、賃金、給料

その他これに準ずる収入によって生活する者をいう」としているところ、同法の目

的が、労働者が使用者との交渉において対等の立場に立つことを促進することによ

り労働者の地位を向上させることや、労働者の団結権の擁護、団交の助成等にある

（同法第１条第１項）ことに鑑み、労組法上の労働者とは、労働契約によって労務

を供給する者及びそれに準じて団交の保護を及ぼす必要性と適切性が認められる

労務供給者を指すというべきである。 

そして、会社法上、株式会社と取締役との関係は委任とされる（会社法第330条）

が、取締役が使用人（従業員）としての地位を兼務している場合、当該兼務者は、

その会社との間では、役員としての委任契約の関係と使用人としての労働契約の関

係とを併存させており、取締役が使用人としての地位にあるときには、その限りに

おいて、労組法上の労働者に当たるというべきであり、当該兼務者の①業務内容と

会社の指揮監督の状況、②会社における服務態様、③報酬の労務対価性、④会社経

営への関与を実質的に検討して、それらを総合して判断する必要がある。 

前記第４．２(１)ア、イ認定のとおり、Ｄ組合員は、平成14年２月13日に会社に

正社員として雇用され、同年５月29日に会社の取締役に選任されたことが認められ、

Ｄ組合員が会社の取締役であったことについて争いはない。 

しかし、Ｄ組合員が取締役であっても、実質的には使用人としての地位にあった

場合には、労組法第３条の労働者に該当するかが問題となり、さらに、そうした労

働者性のある取締役が参加する労働組合は、同法第２条ただし書第１号への該当性

が問題となることから、まずＤ組合員の労働者性について以下検討する。 

ア 会社におけるＤ組合員の業務内容と会社の指揮監督の状況について 

（ア）組合は、Ｄ組合員が従事した業務が、いずれも工場現場での業務であり、会

社の指揮監督の下の労働であることは明らかであると主張するのに対し、会社

は、会社が従業員４名、Ｄ組合員を含む役員５名を合わせてもわずか９名で構

成される中小企業であり、Ｂ社長も従業員と同じく工場現場の業務に従事する

こともあるなど、会社とＤ組合員との関係は、指揮命令関係ではないと主張す

る。 

（イ）まず、会社におけるＤ組合員の業務内容をみると、前記第４．２(１)ア、イ、

(２)イ、(３)ア認定のとおり、Ｄ組合員は、①平成14年２月13日に正社員とし

て会社に雇用され、同年５月29日に会社の取締役に選任されていること、②入

社当初は生産管理業務（加工手配図面）を担当し、平成15年初め頃から同25年

２月頃まで、会社の工場でＮＣ旋盤とＴｉＣ炉まわり業務という現場作業を担

当したこと、が認められ、Ｄ組合員が取締役に選任された前後でその担当業務
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に変更はない。 

そして、前記第４．２(２)イ、(３)ア、イ認定のとおり、①その後、Ｄ組合

員は、会社の工場でＮＣフライスとＴｉＣ後Ｇ業務という現場作業を担当した

こと、②Ｄ組合員が担当したＴｉＣ炉まわり業務は２～３人で担当し、Ｄ組合

員はその責任者であり、担当として作業をしながら、指示も行っていたこと、

が認められ、Ｄ組合員は、一貫して、工場現場で他の従業員とともに、製品加

工という現場作業に従事していたといえる。 

また、前記第４．２(３)イ認定によれば、Ｂ社長も工場現場の業務に従事し

ていたことが認められるが、会社のような家族経営の小規模な企業においては、

代表取締役を含め役員であっても従業員と同様の現場業務に従事するのは一

般的なことであり、Ｄ組合員が現場作業に従事していたことに変わりはない。 

（ウ）次に、会社における指揮監督の状況をみると、前記第４．２(３)ア認定のと

おり、Ｄ組合員が担当した業務のうち、複数人で担当する業務では、Ｄ組合員

がその業務の責任者として他の従業員に対して指示を行っていたことが認め

られる。そしてたとえ、Ｄ組合員は他の従業員とは異なる地位にあると他の従

業員が認識し、Ｄ組合員もそのように振る舞うことがあったとしても、これら

のことだけではＤ組合員に取締役としての指揮監督権があったかどうかは判

然としない。 

一方、加工手配図面に関しては、組合は、Ｄ組合員が他の従業員と同様、Ｆ

取締役が製品ごとに作成する加工手配図面によって、担当すべき業務とその時

期を指示され、また、その遂行の結果を同図面の工程表に記載して報告してい

ることから、Ｄ組合員は会社の指揮監督に服していた旨主張するのに対し、会

社は、取引先の注文に基づいて、寸法や納期や工程が記載された加工手配図面

に従って作業を行い、加工作業の進捗や納期を管理するために加工手配図面に

サインを行うことは、社内の分業として行われる当然のことであって、Ｆ取締

役がＤ組合員に指揮命令していたという性質のものではない旨主張する。 

この点、前記第４．２(２)イ(ア)認定のとおり、会社では、製品の寸法図や

工程表、材質等が記入された加工手配図面に従って、各加工担当者が作業を行

い、作業を終えると、その工程欄にサイン等を記入して、業務が行われている

ことが認められるところ、現場作業の担当者が加工手配図面に従って進捗管理

しながら作業を行うことは一般的な現場の作業手順というべきであり、Ｄ組合

員は現場作業の担当者として作業の進捗を工程表に記載して報告していたに

すぎないのであり、このことをもってＤ組合員が会社の指揮監督に服していた

ということはできない。 
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なお、前記第４．２(３)ウ認定のとおり、Ｄ組合員は、Ｄ組合員の技術的な

考えを、Ｆ取締役の作成した加工手配図面に追記することはよくあることで、

他に社内で書き加えられるのはＢ社長及び作成者のＦ取締役だけであったこ

とが認められることから、Ｄ組合員は現場の作業員に対して指揮監督を行って

いたとみる余地がある。しかし、前記第４．２(３)ア認定のとおり、Ｄ組合員

は、取締役に就任する以前の役員でない時期にも加工手配図面を担当し、その

作成や変更に関わっていたのであるから、Ｄ組合員が取締役としての立場で加

工手配図面に追記していたとまでみることはできず、Ｄ組合員が技術的な考え

を加工手配図面に追記できたことをもって、会社で他の従業員に対し、指揮監

督を行っていたとまでいうことはできない。 

また、このほかに、Ｄ組合員が、会社でどのように指揮監督していたか、会

社の誰の指揮監督の下で業務に従事していたかについて具体的な疎明はない。 

（エ）次に、31.3.1会社通知書について、組合は、同書面にはＤ組合員の担当業務

に関する具体的指揮内容が記載されており、会社のＤ組合員に対する日常の指

揮監督の実態がみてとれる旨主張するのに対し、会社は、取締役は相互に監視

義務を負っているところ、Ｅ前社長が、当時取締役であったＤ組合員に対し、

監視行為として、その分掌業務を遂行するよう指示したものであって、これは

指揮命令ではない旨、また、実際にはＤ組合員は当該業務を実施しなかったに

もかかわらず、役員報酬を減額していない旨主張する。 

前記第４．２(１)エ認定のとおり、会社はＤ組合員に対し、31.3.1会社通知

書を交付し、平成31年４月１日付けでＤ組合員を社外取締役にすることから、

同日より出社不要となる旨の通知に併せ、①同年３月29日まではフライス加工

とＴｉＣ後研削の業務を果たすよう求める旨、②フライス加工品とＴｉＣ後研

削品があるときは納期までに時間的余裕があっても放置せず、すぐに取り掛か

るよう求める旨、③万一、フライス加工品とＴｉＣ後研削品があるのに放置し

ている場合は、発見次第放置した時間分減給する旨、④他の社員が代わりに加

工しても同様に減給する旨等を通知したことが認められる。 

これらのことからすると、会社はＤ組合員に対し、31.3.1会社通知書で、そ

の作業内容や納期など、会社の担当業務の遂行を細かく指示するとともに、放

置した場合はその分減給する旨等を申し渡していることからすると、たとえ実

際には役員報酬を減額していなかったとしても、Ｄ組合員は、会社から、担当

業務について詳細な指示を受け、その監督の下、従事していたことも窺われる。 

（オ）以上を併せ考えると、Ｄ組合員がＦ取締役の加工手配図面に従って作業をし

ていたことだけをもって会社の指揮監督に服していたとまではいえないもの
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の、①会社におけるＤ組合員の業務内容は、従業員から取締役に選任される前

後で担当業務に変化はなく、一貫して、他の従業員と同様、工場で製品加工と

いう現場作業に従事していたこと、②会社における指揮監督の状況については、

少なくとも担当業務の範囲内において、また加工手配図面に関しても、取締役

としての意思決定や指揮監督する行為があったとはいえず、そのほかにＤ組合

員が会社でどのように指揮監督していたかについても具体的な疎明はないこ

と、③31.3.1会社通知書では会社から担当する業務の遂行を細かく指示されて

いること、からすると、Ｄ組合員はその業務遂行に当たり、会社の指揮監督の

下に労務の提供を行っていたとみることもできる。 

イ Ｄ組合員の会社における服務態様について 

（ア）Ｄ組合員の会社における服務態様に関し、組合は、①Ｄ組合員には、タイム

カードの打刻が求められるとともに、会社から有給休暇消化記録という用紙が

交付され、タイムカードの打刻に併せて有給休暇の消化状態について自己管理

が求められていたこと、また、打刻理由説明書の提出により、タイムカード上、

会社にいなかった時間帯について公用(勤務）であったか私用（有給休暇）であ

ったかの申告が求められていたことから、会社による勤怠管理がなされていた

旨、②これらの勤怠管理は、Ｅ前社長の指示によってＤ組合員ら姉妹について

もなされていたが、これは、Ｅ前社長が、役員であったＤ組合員ら姉妹につい

ても、家族以外の従業員同様、一労働者として扱っていたからに他ならない旨、

③そもそも一般に、役員ら経営陣の業務遂行は、時間や日数で規制することに

は馴染まないことから、役員の出勤時間や日数が少ないことについて他の従業

員に気を遣うことなどあり得ない旨主張する。 

これに対し、会社は、①Ｄ組合員のほか、役員がタイムカードの打刻をして

いたのは、他の従業員に示しが付かないからであり、Ｄ組合員が、タイムカー

ドを打刻していたこと自体は、Ｄ組合員が労働者であることの理由とはならず、

また、Ｄ組合員のタイムカードの打刻は、Ｄ組合員の労働時間管理を目的とし

たものではない旨、②有給休暇消化記録は、従業員の有給休暇日数を超えない

ように自分たちを律するために作成したもので、従業員の有給休暇とは全く異

なる運用がされている旨、③役員の出勤時間や日数が少ないことについて他の

従業員に気を遣うことなどあり得ないとの組合の主張は、あまりにも中小企業

の実態を知らない非現実的な主張であり、従業員わずか４名の中小企業である

会社において、役員らが自らを律し、従業員からの信頼を維持しなければ会社

を円滑に運営できない旨主張するので、以下検討する。 

（イ）前記第４．２(４)ア認定のとおり、会社の就業規則には、「従業員は、出退
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勤に当たっては、出退勤時刻をタイムカードに自ら記録しなければならない」

との規定が認められ、従業員は出退勤時におけるタイムカードの打刻が必要と

されている。一方で、前記第４．２(４)イ認定のとおり、従来、Ｅ前社長の他

すべての役員もタイムカードの打刻を行っていたが、常勤役員がＢ社長、Ｄ組

合員、Ｆ取締役の３名のみとなった平成25年以降、出勤時間が遅れることが多

くなり、タイムカードを打刻しない時期もあったこと、また、平成30年４月８

日、Ｅ前社長、Ｈ取締役、Ｊ元取締役、Ｄ組合員、Ｂ社長及びＦ取締役が会議

に出席し、常勤役員の出勤率を改善するため役員もタイムカードを打刻するこ

とを再度確認したこと、同会議の議事録には、「役員もタイムカードを押す．

８：３０～始業 『綱紀しゅく
ﾏ ﾏ

正』に．」と記載されていたこと、さらに、Ｂ

社長は「打刻理由説明書」を作成し、Ｄ組合員を含む常勤役員が会社から外出

する際、この打刻理由説明書に公用か私用か、あるいは私用であればその理由

を記入し、月末にＢ社長がこれを回収していたこと、が認められる。 

また、年次有給休暇については、前記第４．２(４)ウ認定のとおり、従業員

には会社の就業規則で年次有給休暇が与えられ、取得する際には、半日若しく

は１日単位で有給休暇届を役員に提出することとなっていたのに対し、常勤役

員は、Ｂ社長が作成・提案した「有給休暇消化記録」の様式に自ら30分単位で

記録し、他の役員に伝えることになっていたことが認められる。 

これらのことからすると、役員に年次有給休暇が付与されていたかどうかに

ついては争いがあるものの、常勤役員が会社を休む場合と、従業員の場合とで

は、異なる運用がなされていたことが認められ、また、会社の主張のとおり、

会社のように家族経営の小規模な企業においては、役員が自由奔放な勤務態様

をとれば、従業員からの信頼を維持できず、会社運営に支障をきたすことは、

一定理解できるところである。しかしながら、役員のタイムカード打刻に係る

経緯はともあれ、Ｄ組合員は、タイムカードの打刻と有給休暇消化記録の提出

により会社から勤怠管理をされ、さらに、会社から外出する際は、Ｂ社長が作

成し月末に回収する「打刻理由説明書」に、公用か私用か、あるいは私用であ

ればその理由の記入が求められていたことからすると、Ｄ 合員は、服務態様か

らみる限り、会社による一定の時間的拘束を受けていたといえる。 

ウ Ｄ組合員の報酬の労務対価性について 

（ア）会社は、①Ｄ組合員には、その入社年次に比して、従業員よりもはるかに高

額の金銭が支給されていたこと、②Ｄ組合員の報酬月額は、会社の業績に合わ

せて頻繁に増減しており、その増減幅は非常に大きいものであったこと、③Ｄ

組合員に支給されていた報酬は、出勤時間や出勤日数にかかわらず一定の金額



- 26 - 

であり、労働時間による増減がなかったこと、④Ｄ組合員には、従業員と異な

り、時間外手当や賞与が支給されていなかったこと、などから、Ｄ組合員は役

員報酬を受給しており、会社の利益を代表する地位にあった旨主張する。 

ａ 報酬の支給額について 

前記第４．２(５)ア、ウ認定によれば、Ｄ組合員に支給された、諸手当等

を含む金員は、平成14年４月及び５月分は月額47万7500円であったのに対し、

取締役に選任された同年６月分以降10月分までは月額152万7500円となり、

その後、同16年10月から同17年１月及び同23年４月から10月の産前産後休暇、

育児休業期間を除き、平成31年４月まで、月額でみると、最も低い18万1357

円から最も高い223万2676円が、年収でみると、最も低い平成24年の約329万

円から最も高い同18年の約2248万円が支給されていたことが認められる。こ

れに対し、前記第４．２(５)エ認定のとおり、平成５年に入社したＬ従業員

の令和２年頃の年収は、600万円から650万円程度であったことが認められる。 

これらのことからすると、確かに、Ｄ組合員の報酬の支給額は、役員とな

った平成14年度時点で、入社後約27年目のＬ従業員の給料を上回り、その３

倍であった年もあるなど、はるかに高額であったことが認められる。一方、

低い時は、月額約26万円の時期が数か月続いており、平成24年から同27年に

かけては年収約329万円から450万円と、その変動幅も従業員の給与と比べる

と非常に大きなものであったと推認される。 

しかしながら、役員を解任される約１年前の平成30年度５月分以降をみる

と、月額約66万円でほぼ一定で、年収に換算すると800万円程度であり、従業

員と比べて著しく高いとまではいえない。 

また、前記第４．２(５)ア認定の別表のとおり、平成18年１月分は223万

2676円、同年２月分から同21年１月分までは月額184万300円支給されていた

が、前記第４．２(６)オ認定のとおり、リーマンショックの影響で会社が臨

時休業することとなった平成21年２月分以降は、同22年２月分から４月分を

除き、平成22年度12月分まで月額50万7800円であったことが認められる。こ

のようなＤ組合員の報酬の大きな変動は、会社の業績に連動し、好業績時に

は高額である一方、リーマンショックの影響で会社の業績が悪化し、臨時休

業した時は、その報酬は従業員の給与と同程度にまで下がっていたことが推

認される。このことは、Ｄ組合員の報酬には、会社の業績を直接反映する要

素と、労務提供の対価としての要素が併存しており、会社の経営状態が悪化

した際には、業績に連動して役員報酬が大幅に減額された一方で、労働者と

しての賃金部分は一定程度支給されていたとみることもできる。 
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ｂ 報酬の支給基準について 

前記第４．２(４)エ、(５)イ認定のとおり、Ｄ組合員は、Ｂ社長及びＦ取

締役と同様、遅刻等に関して、何らかの処分や報酬の減額をされたことはな

かったこと、従業員には賞与や時間外労働に係る割増賃金が支払われていた

のに対し、Ｄ組合員には支払われていなかったことが認められ、会社のＤ組

合員に対する報酬の支給基準は、他の従業員と異なっていたといえる。 

ｃ 以上のことから、Ｄ組合員に対する報酬は、従業員と比べ、支給基準も異

なり、非常に高額で、変動幅が大きい時期があったことは認められるものの、

解任される１年前の平成31年度においては著しく高いとまではいえず、また、

労務提供への対価の要素を含んでいたとみることができる。 

（イ）さらに、前記第４．２(１)エ認定によれば、Ｄ組合員は、31.3.1会社通知書

で、担当業務を放置していた場合、放置した時間分減給する旨の通知を受けて

いることからすると、たとえ実際には減給されなかったとしても、Ｄ組合員は、

会社から、労務を提供しなければ報酬を受けられない扱いとされていたとみる

余地がある。 

（ウ）次に、組合は、①平成30年４月分までは、Ｅ前社長の指示で、Ｄ組合員の支

給明細書の「基本給」の欄に賃金額が記載されていた旨、②就業規則で従業員

に支給する賃金として、住宅手当、通勤手当及び家族手当の記載があるところ、

Ｄ組合員にもこれらの手当が支給されていた旨、③平成30年４月分のＢ社長の

給与の支給明細書においても、基本給の欄に金額が印字されていたことは、Ｅ

前社長が会社の経営の実権を全面的に握っていたので、Ｂ社長は名目上代表取

締役となっていたものの、Ｄ組合員同様、一従業員扱いであったためである旨

主張する。一方、会社は、Ｄ組合員の給与の支給明細書において「基本給」名

目となっているのは、当時会社が役員報酬の支給に際し、その名目を厳密に区

別していなかったためであり、実際、同時期においては会社代表者であるＢ社

長に対する報酬も「基本給」名目で支給されている旨、よって、給与の支給明

細書の「基本給」の欄に金額の記載があったとしても、その実質は役員報酬で

ある旨主張する。 

前記第４．２(５)ア認定のとおり、会社の支給明細書には、「基本給」、「役

員報酬」の欄があり、Ｄ組合員の報酬額は、平成30年４月分までは、支給明細

書の「基本給」の欄に記載されていたこと、Ｄ組合員には、住宅手当、家族手

当、教育手当及び通勤手当が支払われていたこと、これらのことは代表取締役

社長であるＢ社長も同様であったことが認められるが、住宅手当等の各種手当

も役員に対して支給可能なものであり、Ｄ組合員が各種手当を支給されていた
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ことや、報酬額の「基本給」の欄への記載が直ちに報酬の労務対価性を示すと

までいうことはできない。 

（エ）さらに、組合は、Ｄ組合員が産前産後休暇、育児休業を取得した間の賃金の

支払がなかったのは、労務を提供できなかったためで、これは労務提供の対価

として支払を受けていた賃金である旨主張する一方、会社は、Ｄ組合員の産前

産後休暇や育児休業中に役員報酬を支給しなかったのは、取締役としての任務

を果たすことができないためで、取締役の地位が会社との委任契約に基づく以

上、受任事務を果たせない場合に報酬を受領できないのは当然である旨主張す

る。 

前記第４．２(５)ア、ウ認定によれば、Ｄ組合員は、平成16年10月から同17

年１月12日まで、同23年４月12日から同年10月31日までの２回、産前産後休暇

及び育児休業を取得し、その期間の報酬は支給されておらず、このことが、労

務を提供することができなかったためか、取締役としての受任業務を果たせな

かったからなのかについては、どちらの推認も可能であり、判然としない。 

（オ）なお、前記第４．２(５)オ認定のとおり、会社は、Ｄ組合員に対する報酬を、

毎年、役員報酬として費用計上し、税務申告していたことが認められるが、こ

れは、会社の税務処理に関する事項であり、Ｄ組合員がどのように関与したの

かについて、会社による具体的な疎明もない。 

（カ）以上のことからすると、Ｄ組合員の報酬には、労務提供への対価の要素も含

まれていたとみることができること、31.3.1会社通知書から、Ｄ組合員は、会

社から、労務を提供しなければ減給されることも想定されていたことを勘案す

ると、Ｄ 組合員の報酬の一部には労務対価性があったとみることができる。 

エ Ｄ組合員の会社経営への関与について 

取締役会設置会社の取締役は、取締役会の構成員として、取締役会の業務意思

決定を行うほか、代表取締役の選任を行うものとされているところ、前記第４．

２(１)イ、(６)ウ認定のとおり、Ｄ組合員は会社の取締役に選任され、取締役会

に出席したり、代表取締役を選任する議決に参加したりしたことは認められるが、

取締役会の業務意思決定への関わりについては具体的な疎明がない。 

以下、会社が、Ｄ組合員が会社経営に関与していたとして挙げる点について順

にみる。 

（ア）役員会議について 

会社は、役員会議は会社における人事・給与制度、売上やコストの管理、事

業目標、役員報酬等、会社の経営の根幹を決定していた旨、Ｄ組合員は役員会

議に出席し、自ら会議の内容をメモして記録し保管していたことから、会社の
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経営方針の決定にＤ組合員が参画していた旨等を主張する。これに対し、組合

は、役員会議は会社法が求める取締役会として開催されたものではない旨、実

質的な経営者である Ｅ 前社長が決定指示したことの具体化について、Ｄ組合

員やその姉妹たちを集めて、検討したり、実務上の問題点とその検討、当面の

日程などの確認、作業分担・担当の確認、欠勤の場合のフォローの確認等をし

ていた会議であった旨等を主張する。 

前記第４．２(６)エ認定のとおり、平成16年以降、会社では役員会議が開催

されており、当該役員会議では、役員の分担、担当業務の状況、役員報酬、ユ

ーザー対応、価格設定、営業及び納期管理、従業員の休業や賃金カットなど、

会社業務全般に関する事柄が議題とされ、Ｄ組合員はその内容についてメモを

とり、「役員早朝会議議事録」と題するファイルに保管していたことが認めら

れる。また、当該役員会議には、概ねＤ組合員のほか、Ｂ社長、Ｆ取締役、Ｅ

前社長、Ｈ取締役、Ｊ元取締役ら役員が出席したが、開催は不定期で、Ｅ前社

長が出席しないこともあり、議題に応じては従業員も出席したこともあったこ

とが認められる。 

これらのことからすると、役員会議は、会社の経営戦略や事業展開に関する

事項について議論し決定する、いわゆる経営会議であり、役員や従業員の評価

や報酬、賃金及び手当、各業務の担当の確認や業務の進捗状況のほか、従業員

の休業等、経営に直接関わることについても話合いがなされていたことが認め

られるものの、誰が発言し、誰が最終的な判断を下していたかは判然としない。 

したがって、Ｄ組合員の役員会議への出席のみをもって、会社の経営方針の

決定にＤ組合員が参画していたとまではいえない。 

（イ）労使会議について 

会社は、平成21年の労使会議において、Ｄ組合員が使用者側の立場で協議に

当たり、臨時休業に関する文書を作成して従業員に配付したことから、Ｄ組合

員は、会社の労働関係についての計画と方針とに関する機密に接していた旨主

張する。 

前記第４．２(６)オ認定のとおり、平成21年１月16日、リーマンショックに

伴う会社の臨時休業について協議する労使会議が開催され、Ｄ組合員は会社側

として出席したこと、同月19日付けで、Ｅ前社長と労働者代表であるＬ従業員

は休業協定書を締結したが、労働者代表を選任する労働者代表選任書の労働者

の署名及び押印欄に、Ｄ組合員及び他の役員の署名及び押印はなかったことが

認められる。 

しかし、Ｄ組合員が臨時休業に関する文書を作成して従業員に配付したとの
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会社による具体的な疎明はなく、この労使会議にＤ組合員が会社側の一員とし

て参加したことや、労働者代表選任書の労働者の署名及び押印欄にＤ組合員の

署名及び押印はなかったことのみをもって、Ｄ組合員が会社の業務執行につい

ての意思決定に関わる立場にあったということはできない。 

（ウ）その他会社のＤ組合員の役員としての活動に関する主張等について 

会社は、Ｄ組合員は、①設備を新規に導入する際、会社の業務執行者として、

価格や性能を吟味して実際に導入する設備を決定する権限と責任を有してい

た旨、②会社の新規事業の立ち上げを担当した際、立ち上げに必要な工作機械

の選定、図面のやり取り、見積取得、価格交渉など、メーカーや商社との協議

交渉等の責任者であった旨、③会社が給与計算ソフトを導入した際、この導入

を決定した旨、④労働保険料等算定基礎賃金等の報告に、労災保険の労働者で

はなく、特別加入者として報告されていたことから、Ｄ組合員が使用人兼務取

締役ではなく、事業主としての役員である旨主張する。 

前記第４．２(６)イ、コ、サ認定のとおり、①Ｄ組合員は、平成15年から同

18年頃にかけて、新規事業の立上げにあたり、新規工作機械の導入に関与し、

機器の仕様や価格等について、メーカーと交渉したこと、②新規工作機械の導

入については、Ｌ従業員もメーカーと交渉したこと、③Ｄ組合員は、平成18年

頃、会社の給与計算ソフトの導入を担当したこと、④会社は、Ｄ組合員のほか、

Ｂ社長、Ｆ取締役、Ｅ前社長、Ｈ取締役、Ｊ元取締役を、労働者災害補償保険

の特別加入者として申請していたことが認められる。 

これらのことからすると、Ｄ組合員は、設備の導入に関与し、業者との交渉

等の責任を有していたとはいえるものの、新規工作機械の導入については、Ｌ

従業員もメーカーと交渉したことがあり、Ｄ組合員がその決定をしたとしても、

そのことをもって、Ｄ組合員が役員として会社経営に参画していたとまでみる

ことはできない。 

また、Ｄ組合員が労働者災害補償保険の特別加入者として申請されていたこ

とについては、特別加入者の対象が労働者以外の者とされているが、特別加入

者の範囲に中小企業の事業主の家族従事者などが制度上含まれていることか

ら、会社としてはＤ組合員を特別加入者として申請していたものと推認され、

かかる会社の取扱いはＤ組合員の会社経営への関与の有無を左右するもので

はない。 

この他、会社は、平成29年２月、Ｄ組合員が役員である父母及び他の３姉妹

とともに、証券会社から、会社の事業承継に関する説明を受けていたことから、

Ｄ組合員は会社の事業を承継する者の一人として位置付けられていた旨も主
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張する。前記第４．２(６)キ認定のとおり、平成29年２月23日、Ｄ組合員は、

Ｂ社長、Ｅ前社長らとともに証券会社からの会社の事業承継の概要についての

説明の場に同席していたことが認められるが、たとえ将来的には事業の承継が

予定されていたとしても、実際に会社の経営に関与できる立場であったかどう

かは別である。 

また、前記第４．２(６)シ認定のとおり、会社では、顧客からの電話や訪問

者があった場合、役員のみが対応することとなっていたところ、Ｄ組合員も、

顧客の電話対応や訪問者の対応をしていたことが認められるが、Ｄ組合員が会

社の取締役であったことに争いはなく、その立場として対応していたにすぎな

い。 

（エ）31.3.1会社通知書が交付された時期におけるＤ組合員の立場について 

前記第４．２(１)エ、サ、(５)ア認定のとおり、①会社は、Ｄ組合員に対し、

31.3.1会社通知書を交付し、平成31年４月１日付けでＤ組合員を社外取締役に

するとともに、同日から無報酬となる旨通知したこと、②令和元年５月28日の

株主総会でＤ組合員を取締役から解任したこと、③同年５月及び６月にＤ組合

員に支給された報酬額は０円であったこと、が認められる。これらのことから

すると、会社は、31.3.1会社通知書の「社外取締役」との記載は「非常勤取締

役」の誤記であると本件審査において主張するものの、令和元年５月28日まで

は取締役であったＤ組合員に対し、同年５月及び６月に報酬が支給されておら

ず、Ｄ組合員は、31.3.1会社通知書をもって、実質的には解雇に等しい扱いを

受けていたといえる。 

また、前記第４．２(１)ウ、エ、(３)イ認定のとおり、会社は、平成31年２

月27日付けでＤ組合員の夫であるＫ組合員に対し、同年３月30日をもって解雇

する旨通知し、Ｄ組合員に対する31.3.1会社通知書には、同年４月１日より出

社不要となる旨の記載に併せ、①担当の加工業務について、納期までに時間的

余裕があってもすぐに取り掛かり、同年３月29日までは果たすよう求め、万一、

放置している場合は、発見次第放置した時間分減給する旨、②他の社員が代わ

りに加工しても同様に減給する旨等の記載が認められることからすると、

31.3.1会社通知書が会社から交付された時期には、Ｄ組合員の役員としての権

限は著しく弱まり、会社の経営に対する影響力はほとんどなかったとみるべき

である。 

（オ）小括 

以上のとおり、Ｄ組合員は、取締役会や、平成16年以降は役員会議に出席し

たこと、同21年の労使会議に会社側として参加したこと、同15年から同18年頃
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にかけて会社設備等の導入に関与したこと等は認められるものの、これらのこ

とからは、Ｄ組合員が役員として会社経営に参画していたとまでみることはで

きない。加えて、31.3.1会社通知書が会社から交付された時期には、Ｄ組合員

の会社における影響力は著しく弱まり、会社の経営に関与していたとみること

はできない。 

オ 以上のことを総合的に判断すると、31.3.1会社通知書が交付され、解任に至る

当時、Ｄ組合員は、取締役であっても、実質的には使用人としての地位にあった

とみるのが相当であり、労組法第３条の労働者に該当するというべきである。し

たがって、会社は、Ｄ組合員は役員であって、労働者ではなく、Ｄ組合員が加入

する組合は労組法第２条ただし書第１号に該当し、労組法の労働組合ではないと

主張するが、かかる主張には理由がない。 

（２）1.7.19団交申入れに対する会社の対応は、正当な理由のない団交拒否に当たると

ともに、組合に対する支配介入に当たるかについて 

ア 前記第４．２(１)シ、ス認定のとおり、組合は会社に対し、Ｄ組合員の解雇撤

回を議題とする1.7.19団交申入れを行ったところ、会社は組合に対し、1.7.23会

社回答書にて、Ｄ組合員は会社の従業員ではなく、同人を従業員として解雇した

こともないとして、1.7.19団交申入れには応じられない旨回答したことが認めら

れ、以降、会社はＤ組合員の解雇撤回を議題とする団交に応じていない。 

この点、前記(１)オ判断のとおり、Ｄ組合員は、労組法第３条の労働者に該当

するというべきところ、前記第４．２(１)エ、シ認定のとおり、会社はＤ組合員

に対し、31.3.1会社通知書で、平成31年４月１日からは出社不要である旨通知し、

これを受けて、組合は会社に対し、Ｄ組合員の「解雇の撤回」を議題とする1.7.19

団交申入れを行ったことからすると、当該団交の議題は、労働者であるＤ組合員

の解雇事案であったというべきであり、これは組合員の労働条件に関するもので

あることから、義務的団交事項に当たることは明らかである。 

会社は、組合の1.7.19団交申入れに対し、団交に応じる義務があるにもかかわ

らず正当な理由なく応じておらず、この会社の対応は、労組法第７条第２号に該

当する不当労働行為である。 

イ また、組合は、Ｑ支部の組合員はＫ組合員とＤ組合員の２名のみであり、Ｄ組

合員は支部書記長という重責にあったところ、会社は、支部結成直後の重要な時

期に、組合員あるいは支部書記長としての活動を認めず、また、２名という人数

は団結という上では最低限の人数であるにもかかわらず、そのうち１名のＤ組合

員が労働者でないとして組合員であることを否定し、Ｋ組合員を孤立させ、支部

の団結を著しく弱めようとしている旨主張する。この点、前記(１)オ判断のとお
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り、Ｄ組合員は、労組法第３条の労働者に該当するというべきであるから、Ｄ組

合員が組合員であることを否定し、団交申入れに応じなかった会社の対応は、組

合の運営に対する支配介入であり、労組法第７条第３号に該当する不当労働行為

である。 

２ 救済方法 

組合は、組合員が労働者であり、組合の組合員であることの確認をも求めるが、主

文をもって足りると考える。 

 

 以上の事実認定及び判断に基づき、当委員会は、労働組合法第27条の12及び労働委員会

規則第43条により、主文のとおり命令する。 

 

  令和３年５月７日 

                     大阪府労働委員会 

                        会長 宮 崎 裕 二 

 

（別表省略） 


